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（証券コード 8931）
平成29年５月10日

　

株 主 各 位
　

神戸市中央区栄町通四丁目２番13号
和 田 興 産 株 式 会 社
代表取締役社長 高 島 武 郎

　

第51回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第51回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができま
すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議
決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年５月25日（木曜
日）午後５時30分までに到着するよう、折り返しご送付くださいますようお願い申
しあげます。

敬 具
記

１．日 時 平成29年５月26日（金曜日）午前10時
２．場 所 神戸市中央区栄町通四丁目２番13号

当社本店 WADAホール
（末尾記載の株主総会「会場」ご案内図をご参照ください。）

３．目的事項
報 告 事 項 第51期（平成28年３月１日から平成29年２月28日まで）事業報告及び計

算書類の内容報告の件
決 議 事 項
第1号議案
第2号議案

剰余金の配当の件
定款一部変更の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。

◎ 事業報告、計算書類及び株主総会参考書類に修正が生じた場合は、修正後の事項をインタ
ーネット上の当社ウェブサイト（http://wadakohsan.on.arena.ne.jp/）に掲載させてい
ただきます。
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　(添付書類)
事 業 報 告

　

（平成
平成

28
29
年３月
年２月

１
28
日から
日まで）

　
１．会社の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当事業年度におけるわが国経済は、政府による経済政策の継続や日銀による金融緩和政策
の実施により、雇用環境に一部改善の動きがみられ、さらに新政権誕生による米国経済の回
復期待や円安を背景とした輸出の持ち直しなどで底堅く推移しました。しかしながら、デフ
レ経済からの脱却については日銀によるマイナス金利の導入にもかかわらず目標達成には厳
しい状況が続いております。
不動産業界においては、分譲市場については開発用地や建築コストの高止まり等、賃貸市

場については地域性や築年数で格差が生じるなどの懸念材料はありますが、全般的には金融
緩和政策による低金利の継続等により比較的安定した状態で推移しました。
こうした事業環境のなか、当社は、新たな開発用地取得や販売契約獲得を目指し営業活動
に取り組んでまいりましたが、戸建て住宅販売やその他不動産販売においては引渡戸数の下
振れや事業計画の変更等の要因により売上高は前事業年度を下回る結果となりました。一方
で分譲マンション販売や不動産賃貸収入においては新規物件稼働等で売上高は前年を上回り
ました。
　その結果、当事業年度における売上高は31,374百万円（前期比108.4％）、営業利益は
3,063百万円（同104.3％）、経常利益は2,193百万円（同106.7％）、当期純利益は1,370
百万円（同110.7％）となりました。

セグメント別の業績は、次のとおりであります。
（分譲マンション販売）

主力の分譲マンション販売におきましては、開発の基盤となる用地価格の上昇や建築コス
トの高止まりがあるものの、住宅ローン金利のより一層の低下や住まいに利便性を求める傾
向が強まっていること等から、分譲マンション市場は比較的堅調に推移しており、当社とし
ましては、新規発売物件を中心に契約獲得に向けた販売活動及び引渡計画の推進に注力して
まいりました。
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その結果、当事業年度における発売戸数は、神戸・明石・阪神間を中心に、17棟559戸
（前期比67.4％）を発売するとともに、契約については716戸（同102.7％）、28,658百万
円（同112.7％）を契約し、それにより期末時点の契約済未引渡戸数は853戸（同94.9％）
となり、当該残高を33,929百万円（同107.2％）としております。また、ワコーレ神戸北
野ザ・テラス等16棟が当事業年度に竣工したことにより、引渡戸数は762戸（同111.1％）
となり、売上高は26,390百万円（同112.8％）、セグメント利益は2,713百万円（同111.3
％）となりました。

（戸建て住宅販売）
戸建て住宅販売におきましては、戸建て事業の拡大を目指し、体制整備に努めてまいりま
したが、着工までの調整業務に時間を要するなど供給に遅れが生じたこと等の影響により、
軟調に推移しました。
　その結果、当事業年度における戸建て住宅は38戸の引渡しにより、売上高は1,356百万
円（前期比77.4％）、セグメント損失は６百万円（前年同期は48百万円のセグメント利益）
となりました。

（その他不動産販売）
その他不動産販売におきましては、賃貸マンション等12物件を販売し、売上高は1,185

百万円（前期比81.0％）、セグメント利益は118百万円（同68.8％）となりました。
（不動産賃貸収入）

不動産賃貸収入におきましては、当社が主力としております住居系は比較的安定した賃料
水準を維持しており、入居率の向上と滞納率の改善に努めると同時に、最適な賃貸不動産の
ポートフォリオ構築のため、新規に物件を取得するなど賃貸収入の安定的な確保を目指して
まいりました。
　その結果、当事業年度の不動産賃貸収入は2,345百万円（前期比104.5％）、セグメント
利益は952百万円（同102.7％）となりました。

（その他）
当事業年度におけるその他の売上高は、仲介手数料や保険代理店手数料収入等で96百万

円（前期比105.5％）、セグメント利益は62百万円（同80.7％）となりました。
　
（2）設備投資の状況

事業用固定資産（賃貸用不動産）の購入等133百万円、分譲マンションの販売拠点である
マンションギャラリーの建設等210百万円、及び本社設備等の購入も含め総額363百万円の
設備投資を行いました。
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（3）資金調達の状況
当事業年度における資金調達は、従来同様、金融機関からの借入金により調達しており、
事業用資金として14,329百万円、運転資金として1,950百万円を調達しております。
具体的には分譲マンション及び戸建て住宅の開発用地の取得や建築代金支払いにかかる資
金をはじめとして、事業用固定資産（賃貸用不動産）の取得等に伴う資金を含めて、プロジ
ェクト単位で資金調達を行うことを基本としており、金融機関からの借入金を中心に、必要
資金を十分確保できております。
また、調達方法の多様化や金融機関の特性に応じた取引の推進等にも取り組んでおり、大

型プロジェクトに対応したコミット型シンジケートローンの取り組みや、一棟売り小型賃貸
住宅の開発資金向けコミットメントラインの設定、プロジェクト展開地域を主要地盤とする
金融機関の活用など、資金調達の円滑化に向けた対応を進めております。

　
（4）対処すべき課題

足下の事業環境につきましては、国内景気は雇用、所得環境が改善するなか緩やかな回復
基調が継続するとともに、米国新政権の誕生に伴う米国経済の回復期待や円安を背景に輸出
や生産面においても持ち直しがみられております。しかしながら、デフレ経済からの脱却に
ついては日銀がマイナス金利の導入に踏みこむなど、目標達成に向けたテコ入れ策を講じて
おりますが、その効果は限定的であり、一部にはその副作用も懸念されるなど、課題克服に
向けた正念場に差し掛かっている状況となっております。
さらに、中長期的には少子・高齢化の進展に伴う需要の減退、巨額の財政赤字に伴う税負
担や社会保障への不安など克服すべき課題が山積しており、将来に向けた着実な施策の実行
が求められる状況となっております。
当社が属する不動産業界においては、住宅ローンの低金利の継続や税制面の政策支援効果
等により、これまで分譲マンション等の販売に関しては概ね順調に推移してまいりました
が、ここに来て用地価格の上昇や建築コストの高止まりなどを背景とした販売価格上昇の動
きを受け、首都圏においてはマンションの販売面で翳りがみえるなど、早急に対応すべき課
題も有しております。
このような環境のなか、当社としましては、長年に亘って築き上げてきたネットワークを
有効活用し、適正価格での用地仕入れを進めることで、一次取得者をはじめ、多くのユーザ
ーの方々に受け入れていただける価格帯での商品提供を徹底していくとともに、長年に亘り
お住まいいただける品質面の向上は当然のこと、省エネルギーや利便性、安全性にも配慮し
た付加価値の高い住宅開発も進めていきたいと考えております。
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さらに、多様化する住宅ニーズを踏まえ、コンパクト型の分譲マンションや木造戸建て住
宅の開発に加え、賃貸事業にも注力し、当社の得意とする地元地域を中心に、住まいを軸と
した不動産業の地位を確立していきたいと考えております。
主力の分譲マンション事業が堅調に推移するなか、事業年度末時点において、翌事業年度
以降に竣工・引渡しを予定しておりますマンションの販売契約を積み上げていくことが将来
に向けた事業、収益の安定性確保に繋がるとの認識のもと、長年の間、地元地域を中心に一
定の供給戸数を維持することで築いてまいりましたブランド力を背景に、戦略的に用地仕入
れを進め、スピード感を持った供給体制を通じて、契約の早期獲得といった事業サイクルを
さらに推し進めるとともに、北摂地域を主要ターゲットとした周辺地域への事業エリア拡大
にも注力してまいります。
加えて、地元を中心とした設計事務所・建築会社と緊密な関係を保ちつつ、コストの適正
化と品質の向上の両立にも努めてまいります。
戸建て事業におきましては、マンション事業に比べ、用地取得から引渡しまでの事業期間

が短縮されることから、より一層用地仕入れに注力することで、年間販売戸数の安定的な確
保を目指してまいります。
賃貸事業におきましては、当社全体の収益の安定性に寄与するため、営業力の強化や物件
管理を適切に進めることで、稼働率の維持に努めつつ、最適な賃貸資産のポートフォリオ構
築のため、機動的な物件の入れ替えも進めてまいります。
その他事業の取り組みとしまして、木造や鉄骨造の小型収益物件の一棟販売にも注力する
とともに、リフォーム事業やマンション管理業務等、ノンアセットビジネスを含む、事業領
域の拡大に着手してまいります。
また、コーポレートガバナンスの強化が求められるなかにあって、コーポレートガバナン
ス・コードに則して、引き続き、株主の権利・平等性の確保、株主以外のステークホルダー
との適切な協働、適切な情報開示と透明性の確保等、基本原則に示された事項について、取
締役会等を中心としたガバナンスの発揮を通じて、適切な体制の構築を図ってまいります。
一方、財務面におきましては、プロジェクトにかかる機動的な用地仕入れが可能となるよ

う、引き続き、資金調達の円滑化、多様化を図ることにより、資金繰りの安定化も含め、効
率的な運営を進めてまいります。
以上のような課題に対処することにより、企業価値向上を目指すとともに、安定成長ので
きる企業へ発展することで株主の皆様のご期待に応える所存であります。
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株主の皆様におかれましては、今後ともご理解とより一層のご支援を賜りますようよろし
くお願い申しあげます。

（5）財産及び損益の状況
　

区 分 第48期
平成26年２月

第49期
平成27年２月

第50期
平成28年２月

第51期
平成29年２月

売 上 高 （千円） 32,480,355 30,097,278 28,950,788 31,374,200
経 常 利 益 （千円） 1,981,103 2,055,225 2,055,081 2,193,664
当 期 純 利 益 （千円） 1,066,312 1,180,936 1,238,530 1,370,987
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） 106.63 118.10 123.86 137.10
総 資 産 額 （千円） 58,328,403 65,651,365 70,876,318 76,218,705
純 資 産 額 （千円） 15,693,376 16,624,562 17,578,627 18,725,677
１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 1,569.36 1,662.48 1,757.90 1,872.61

　

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。
２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。

　
（6）重要な親会社及び子会社の状況

該当事項はありません。
　
（7）主要な事業内容（平成29年２月28日現在）
　 ① 不動産販売事業

分譲マンション、戸建て住宅並びに宅地等の開発及び販売
　 ② 賃貸その他事業

マンション、店舗並びに駐車場等の賃貸及び管理
　
（8）主要な営業所（平成29年２月28日現在）

本 社：兵庫県神戸市中央区栄町通四丁目２番13号
大阪営業所：大阪府大阪市西区新町一丁目29番12号
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（9）従業員の状況（平成29年２月28日現在）
　

当事業年度末従業員数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
92名 5名増加 38.3歳 9年1ヶ月

　

（注）出向受入社員、契約社員、派遣社員（計20名）は含んでおりません。
　
（10）主要な借入先及び借入額（平成29年２月28日現在）
　

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 8,758,354千円
株 式 会 社 関 西 ア ー バ ン 銀 行 6,053,005千円
株 式 会 社 み な と 銀 行 3,637,800千円
神 戸 信 用 金 庫 3,123,736千円
株 式 会 社 近 畿 大 阪 銀 行 2,657,460千円
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 2,540,309千円
株 式 会 社 り そ な 銀 行 2,481,384千円
株 式 会 社 三 菱 東 京 UFJ 銀 行 2,427,168千円
兵 庫 県 信 用 農 業 協 同 組 合 連 合 会 2,269,891千円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,575,687千円

　

（注）当社は賃貸不動産用資金及び分譲ＰＪ用資金として株式会社三井住友銀行をアレンジャーとするシンジ
ケートローン契約（契約総額13,986,000千円）を締結しており、当事業年度末の借入残高は
10,787,858千円であります。

　
（11）その他会社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 34,400,000株

（2）発行済株式の総数 10,000,000株
（自己株式202株を含む）

（3）株主数 2,258名
　
（4）大株主

　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株式会社四三二 2,500,000株 25.00％
和田 憲昌 1,488,000株 14.88％
和田 剛直 1,054,000株 10.54％
大阪中小企業投資育成株式会社 560,600株 5.61％
柏木 修 206,000株 2.06％
株式会社SBI証券 188,900株 1.89％
頴川 欽和 181,800株 1.82％
合資会社水谷商店 166,000株 1.66％
株式会社日住サービス 144,400株 1.44％
SIX SIS LTD. 137,800株 1.38％

　

（注）持株比率は、自己株式（202株）を控除して計算しております。
　
３．会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

　

宝印刷株式会社 2017年04月21日 14時27分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 9 ―

４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等（平成29年２月28日現在）

　

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 会 長 和 田 憲 昌
代 表 取 締 役 社 長 高 島 武 郎 不動産事業部統括責任者
専 務 取 締 役 和 田 剛 直 社長補佐
常 務 取 締 役 横 山 勝 久 総務部統括責任者
取 締 役 溝 本 俊 哉 総合企画部長
取 締 役 濱 本 聡 分譲マンション事業部、事業推進部統括責任者

取 締 役 齋 藤 富 雄
公益財団法人兵庫県国際交流協会理事長
公益財団法人孫中山記念会理事長
公益財団法人兵庫県環境創造協会会長
公益財団法人阪神淡路大震災復興基金評議員

常 勤 監 査 役 梶 原 忍
監 査 役 木 村 武 志
監 査 役 下 山 量 平 下山・正木弁護士事務所代表（弁護士）
監 査 役 前 田 憲 作 前田憲作税理士事務所代表（税理士）

　

（注）１．齋藤富雄は社外取締役であります。
２．木村武志、下山量平及び前田憲作は、社外監査役であります。
３．当社は、齋藤富雄及び木村武志を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
４．前田憲作は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであり
ます。

５．当社では、経営効率の向上並びに業務執行機能の強化を図るため、執行役員制度を導入しておりま
す。執行役員は３名であり、分譲マンション事業部長 三木健司、戸建事業部長 村上陽一、事業開
発部長 黒川宏行であります。

６．当事業年度中における取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。
①平成28年５月27日開催の第50回定時株主総会終結の時をもって、常務取締役岡部弘一及び常務
取締役梶原忍は任期満了により、監査役松山敏明は辞任により退任いたしました。
②平成28年５月27日開催の第50回定時株主総会において、溝本俊哉及び濱本聡は新たに取締役に、
梶原忍は新たに監査役に選任され、それぞれ就任いたしました。
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、平成27年５月27日開催の第49回定時株主総会で定款を変更し、取締役（業務執
行取締役または支配人その他の使用人を兼務する者を除く。）及び監査役の責任限定契約に
関する規定を設けております。
当該定款に基づき、当社は現在、社外取締役及び監査役全員と責任限定契約を次のとおり
締結しております。
社外取締役及び監査役は、会社法第423条第１項の責任について、その職務をなすにつき
善意でかつ重大な過失がないときは、下記(a)及び(b)の金額の合計金額を限度として、損害
賠償責任を負担するものとする。
(a) その在職中に当社から職務執行の対価として受け、または受けるべき財産上の利益の１
年間当たりの額に相当する額として、会社法施行規則第113条で定める方法により算定
される額に２を乗じて得た額。

(b) 当社の新株予約権を引き受けた場合（会社法第238条第３項各号に掲げる場合に限る。）
における当該新株予約権に関する財産上の利益に相当する額として、会社法施行規則第
114条に定める方法により算定される額。

　
（3）取締役及び監査役の報酬等の額

　

区 分 支 給 人 員 報酬等の額
左記の内、社外分

支 給 人 員 報酬等の額
取 締 役 ９名 180,504千円 １名 4,500千円
監 査 役 ５名 30,750千円 ３名 13,500千円
合 計 14名 211,254千円 ４名 18,000千円

　

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、平成16年５月28日開催の第38回定時株主総会において年額300,000千円
以内（ただし、使用人分給与は含まない）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成19年５月25日開催の第41回定時株主総会において年額50,000千円以
内と決議いただいております。

４．報酬等の額には、当事業年度に支給した役員賞与19,875千円（取締役９名に対し16,800千円、監
査役５名に対し3,075千円）及び当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額6,575千円（取締役７名に
対し5,550千円、監査役４名に対し1,025千円）が含まれております。

５．報酬等の額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額26,104千円（取締役９名に対し
24,054千円、監査役５名に対し2,050千円）が含まれております。

　

宝印刷株式会社 2017年04月21日 14時27分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 11 ―

（4）社外役員に関する事項
　 ① 他の法人等の重要な兼職の状況
　

区 分 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 齋 藤 富 雄
公益財団法人兵庫県国際交流協会理事長
公益財団法人孫中山記念会理事長
公益財団法人兵庫県環境創造協会会長
公益財団法人阪神淡路大震災復興基金評議員

監 査 役 下 山 量 平 下山・正木弁護士事務所代表（弁護士）
監 査 役 前 田 憲 作 前田憲作税理士事務所代表（税理士）

　

（注）当社と上記兼職先との間には特別の関係はありません。
　

　 ② 社外役員の主な活動状況等
　

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 齋 藤 富 雄
当事業年度開催の取締役会（全14回）に出席し、地方公共
団体での豊富な経験を背景とした深い見識に基づき、社外取
締役として議案・審議等について必要な発言を適宜行ってお
ります。

監 査 役 木 村 武 志
当事業年度開催の取締役会（全14回）及び監査役会（全14
回）の全てに出席し、総合商社における役員経験など豊富な
経験を背景に、会社に対する深い見識に基づき、議案・審議
等について必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 下 山 量 平
当事業年度開催の取締役会（全14回）及び監査役会（全14
回）の全てに出席し、必要に応じ、主に弁護士としての専門
的見地から、当社のコンプライアンス体制の構築・維持につ
いての発言を行っております。

監 査 役 前 田 憲 作
当事業年度開催の取締役会（全14回）及び監査役会（全14
回）の全てに出席し、必要に応じ、主に税理士としての専門
的見地から、当社の税法上の問題点についての発言を行って
おります。
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５．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称 有限責任 あずさ監査法人
　
（2）会計監査人との責任限定契約に関する事項
　 （責任限定契約の内容の概要）

当社は、平成18年５月26日開催の第40回定時株主総会で定款を変更し、会計監査人の
責任限定契約に関する規定を設けております。
当該定款に基づき、当社が会計監査人有限責任 あずさ監査法人と締結した責任限定契
約の概要は、次のとおりであります。
会計監査人有限責任 あずさ監査法人は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任
について、その職務を行うにつき悪意または重大な過失があった場合を除き、監査報酬そ
の他の職務執行の対価として受けるべき財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のうち
最も高い額に２を乗じて得た額をもって損害賠償責任の限度とする。

　
（3）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　

区 分 支 払 額
公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 28,000千円
当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 28,000千円

　

（注）１．監査役会は、前事業年度の監査実績の分析・評価、監査計画、会計監査人の職務遂行状況、報酬の
見積りの相当性などを検討した結果、会計監査人の報酬等につき同意しております。

２．公認会計士法第２条第１項の業務については、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、これらの合計額を記載しておりま
す。

　
（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
場合には、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。この場合、
監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人
を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
また、監査役会は、会計監査人の職務遂行状況等から監査の適正性が確保できないと認め
たときは、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決議い
たします。
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６．会社の体制及び方針
（1）職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制及びその他業務の適正を
確保するための体制
当社は、平成18年５月16日開催の取締役会におきまして、業務の適正を確保するための
内部統制システム構築の基本方針に関し決議をしており、平成19年６月14日開催の取締役
会におきまして一部改定いたしました。その概要は次のとおりであります。

　 （内部統制システム構築の基本方針）
① 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社はコンプライアンス規程を制定し「当社の役職員は、当社の社会的責任と公的使命
の重みを認識し法令やルールを厳格に遵守するとともに、企業倫理を重視した行動を通じ
て、経営理念である地域とともに発展する会社をめざす」といった基本方針の徹底に努め
るとともに、具体的な行動の指針として「コンプライアンス・ガイド」「行動規範」「コン
プライアンス・マニュアル」を制定・整備する。また、内部統制委員会をコンプライアン
スの統括部署として定め、当社における法令遵守体制を総合管理するとともに、各部の法
令遵守状況を検証し、必要に応じて改善を要請する。さらに各部に「コンプライアンスオ
フィサー」を配置し、法令等の遵守状況の評価、モニタリング、研修活動等、日常的なコ
ンプライアンス活動を行う。
内部統制委員会事務局は、内部統制委員会における協議結果等を踏まえ、定期的または
必要に応じて取締役会等にコンプライアンスの状況等について報告を行う。
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役会にて制定する「文書管理規程」に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書ま

たは電磁的媒体に記録、保存する。
取締役及び監査役は、文書管理規程等に基づき、常時これらの文書等を閲覧することが

できるものとする。
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
取締役会において「リスク管理規程」を制定し、当社を取り巻くリスクカテゴリー毎の

所管部署を定めるとともに、組織横断的にリスクを管理するため、「内部統制委員会」に
おいて適時・適切に協議を行う。
所管部署においては、所管するリスクを適切に管理するための規程・マニュアル等を制
定するとともに把握したリスクについて、適時適切に取締役会等への報告を行う。
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「内部統制委員会」は所管部署において把握されたリスクを網羅的、統合的に管理する。
監査役及び内部監査室は各部署のリスク管理状況を監査し、その結果を取締役会等へ報
告を行う。
④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会は取締役の職務の執行が効率的に行われるよう、「組織規程」「職制規程」「職

務権限規程」を制定するとともに、経営の意思決定のための重要な事項を審議し、経営活
動全般を総合的に把握することによる経営効率の向上に資することを目的に「常務会」を
設置する。また、中期経営計画を策定し、それに基づく事業部門毎の予算の設定とシステ
ムを活用した月次管理を行い、その結果を取締役会等へ報告のうえ、業績のレビューと対
応策等について決定する。
⑤ 当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
現在当社は、対象となるべき子会社はないが、将来において子会社等を設立した場合に

は、業務の適正を確保する体制の整備を行うこととする。
⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、取締役会は監査役と協議
のうえ、補助すべき使用人を指名することができる。
監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査役に移譲さ
れたものとし、取締役からの指揮命令は受けないこととする。
⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役会への報告に関する体
制
取締役または使用人は、監査役会に対して、法定の事項に加え、当社の経営に対して重
要な影響を及ぼすおそれのある事項や不正行為並びにコンプライアンスに違反する事項を
発見、認識した場合には、速やかに報告を行う体制を整備する。
報告の具体的な方法については、取締役と監査役会との協議により決定する。

⑧ その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会をはじ
めとする重要な会議に出席するとともに、稟議書等の業務執行に係る重要な文書を閲覧
し、必要に応じて取締役及び使用人に説明を求めることができる。さらに監査役会と代表
取締役社長との間で定期的な意見交換会を設定する。
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　 （内部統制システムの運用状況の概要）
上記に掲げた内部統制システムの施策及び規定に従って、原則月一回代表取締役社長を
委員長とする内部統制委員会を開催し、具体的な取組を行うとともに内部統制システムの
運用状況に重要な不備がないかモニタリングを常時行っております。併せて情報セキュリ
ティ、インサイダー取引防止等内部統制に関する社員研修を適宜実施しております。

　
（2）反社会的勢力排除に向けた基本方針

当社は、平成20年３月21日開催の取締役会におきまして、反社会的勢力との取引等を未
然に防止するためのルール整備の一環として「取引先管理規程」を制定したことに伴い、反
社会的勢力排除に向けた基本的な考え方を制定し、社内ルールを整備いたしました。その概
要は次のとおりであります。

　 （反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方）
① 企業の社会的責任やコンプライアンス重視の経営といった観点から、反社会的勢力とは
一切取引を行わない。

② 反社会的勢力へは組織レベルで対応することとし、全社を挙げて体制整備に努める。
③ 反社会的勢力からの不当要求に対しては断固としてこれを拒み、必要に応じて弁護士を
はじめとした外部の専門家への相談等を行う。

④ 役職員に対して各種の会議等において反社会的勢力とは取引を行わないよう注意を促
し、役職員の意識の徹底を図る。

　 （反社会的勢力排除に向けた整備の状況）
① 反社会的勢力との取引等を未然に防止するためのルール整備の一環として「取引先管理
規程」を制定しております。

② 反社会的勢力でない旨の確認・記録のため、「反社会的勢力チェック表」を制定し、新
規取引等に係る稟議書に添付しております。

③ 新規取引等において、過去の新聞等の記事検索等を行うことで、取引先が反社会的勢力
でないことの確認を行っております。
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（3）剰余金の配当等の決定に関する方針
① 当社は、株主への利益還元を第一と考え、継続的かつ安定的な配当を機動的に遂行する
ことを目的に、中間配当につきましては毎年８月31日を基準日として、取締役会の決
議をもって株主または登録株式質権者に対し、中間配当金として剰余金の配当を行うこ
とができる旨を定めております。なお、内部留保金の使途につきましては、今後の経営
環境の変化に対応すべく、財務体質の強化及び将来の事業展開に充当する予定であり、
資金の有効活用による企業価値向上を図っていく方針であります。

② 当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営上の
施策を機動的に遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づ
き、取締役会の決議をもって市場取引等によって自己の株式を取得することができる旨
を定めております。

　
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告に記載の金額及び株式数については表示単位未満の端数を切り捨て、比率その他については四

捨五入して表示しております。また戸数の記載については共同事業（出資割合により計算）を含むため、
小数点以下を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
　

（平成29年２月28日現在） （単位：千円）
　

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部）

【流 動 資 産】
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
リ ー ス 債 権
販 売 用 不 動 産
仕 掛 販 売 用 不 動 産
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

【固 定 資 産】
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
工具、器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

【50,754,060】
10,958,794

13,056
918,708
1,869,160
36,412,996

90,537
106,854
393,741
△9,789

【25,464,645】
［23,987,295］
10,640,286

53,814
3,476
29,297

13,221,025
39,394

［336,936］
315,279
14,054
7,601

［1,140,414］
198,990
125,000
3,060
377

14,709
156,522
191,536
465,168
△14,949

（負 債 の 部）
【流 動 負 債】 【34,439,568】

買 掛 金 1,408,772
電 子 記 録 債 務 4,730,070
短 期 借 入 金 5,432,751
１年内償還予定の社債 368,500
１年内返済予定の長期借入金 16,810,607
未 払 金 226,918
設 備 関 係 未 払 金 19,686
未 払 法 人 税 等 460,792
未 払 消 費 税 等 406,789
前 受 金 4,267,053
預 り 金 28,461
前 受 収 益 110,936
賞 与 引 当 金 97,170
役 員 賞 与 引 当 金 6,575
完成工事補償引当金 14,000
そ の 他 50,482

【固 定 負 債】 【23,053,459】
社 債 560,050
長 期 借 入 金 21,061,085
長 期 預 り 保 証 金 545,062
退 職 給 付 引 当 金 168,417
役員退職慰労引当金 425,484
資 産 除 去 債 務 149,557
そ の 他 143,802
負 債 合 計 57,493,028
（純 資 産 の 部）

【株 主 資 本】 【18,800,915】
資 本 金 ［891,250］
資 本 剰 余 金 ［936,439］
資 本 準 備 金 936,439

利 益 剰 余 金 ［16,973,307］
利 益 準 備 金 20,100

　そ の 他 利 益 剰 余 金 16,953,207
　別 途 積 立 金 13,000,000
　繰 越 利 益 剰 余 金 3,953,207
自 己 株 式 ［△80］

【評価・換算差額等】 【△75,238】
その他有価証券評価差額金 ［20,304］
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ［△95,542］
純 資 産 合 計 18,725,677

資 産 合 計 76,218,705 負 債・純資産合計 76,218,705
　

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
　

（平成
平成

28
29
年３月
年２月

１
28
日から
日まで） （単位：千円）

　

科 目 金 額
売 上 高
不 動 産 売 上 高 28,932,556
不 動 産 賃 貸 収 入 等 2,441,643 31,374,200

売 上 原 価
不 動 産 売 上 原 価 23,580,375
不 動 産 賃 貸 原 価 1,220,454 24,800,830
売 上 総 利 益 6,573,370

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,510,277
営 業 利 益 3,063,093

営 業 外 収 益
受 取 利 息 1,070
受 取 配 当 金 6,930
受 取 手 数 料 7,394
保 険 解 約 返 戻 金 7,113
そ の 他 22,002 44,512

営 業 外 費 用
支 払 利 息 687,530
資 金 調 達 費 用 160,114
そ の 他 66,295 913,941
経 常 利 益 2,193,664

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 23,164 23,164
税 引 前 当 期 純 利 益 2,216,828
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 839,000
法 人 税 等 調 整 額 6,841 845,841
当 期 純 利 益 1,370,987

　

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
　

（平成
平成

28
29
年３月
年２月

１
28
日から
日まで） （単位：千円）

　

区 分

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金
自己
株式

株主資本
合計資本

準備金
資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 891,250 936,439 936,439 20,100 12,000,000 3,842,214 15,862,314 △80 17,689,923

当 期 変 動 額
剰余金の配当 △259,994 △259,994 △259,994

別途積立金の積立 1,000,000 △1,000,000 － －

当 期 純 利 益 1,370,987 1,370,987 1,370,987

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 － － － － 1,000,000 110,992 1,110,992 － 1,110,992

当 期 末 残 高 891,250 936,439 936,439 20,100 13,000,000 3,953,207 16,973,307 △80 18,800,915
　

区 分
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 9,677 △120,973 △111,296 17,578,627

当 期 変 動 額
剰余金の配当 △259,994

別途積立金の積立 －

当 期 純 利 益 1,370,987

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 10,627 25,430 36,058 36,058

当期変動額合計 10,627 25,430 36,058 1,147,050

当 期 末 残 高 20,304 △95,542 △75,238 18,725,677
　

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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（個別注記表）
１．継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

　
２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
　 ① 有価証券

その他有価証券
時価のあるものについては、事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。
時価のないものについては、移動平均法による原価法によっております。
子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法によっております。

　 ② デリバティブ取引
時価法によっております。

　 ③ たな卸資産
個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。

　
（2）固定資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）、平成28年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
建物 ２年～47年

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。

　 ③ リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　
（3）引当金の計上基準
　 ① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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　 ② 賞与引当金
従業員に対する賞与に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担する金額を計上しております。

　 ③ 役員賞与引当金
役員に対する賞与に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担する金額を計上しております。

　 ④ 完成工事補償引当金
分譲マンション引渡後の補償工事費用の支出に備えるため、過去の実績に基づく将来の補償工事見込額
を計上しております。

　 ⑤ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末
において発生していると認められる額を計上しております。

　 ⑥ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。
　

（4）収益及び費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

　
（5）その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理
税抜方式によっております。
ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「その他」に計上し、５年間で均等償却

を行っております。

３．会計方針の変更
　有形固定資産の減価償却方法
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対
応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備
及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　なお、この変更による損益に与える影響は、軽微であります。
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４．貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務
　 ① 担保に供している資産

普 通 預 金 939,509千円
定 期 預 金 1,496,897千円
販 売 用 不 動 産 997,085千円
仕 掛 販 売 用 不 動 産 27,068,623千円
建 物 9,874,696千円
土 地 11,932,578千円
合 計 52,309,391千円

（注）担保に供した定期預金のうち162,892千円は、宅地建物取引業法に定める手付金等の保全措置として西
日本住宅産業信用保証株式会社に対して保証基金に充てるため拠出しているものであります。

　
　 ② 担保に係る債務

短 期 借 入 金 3,538,751千円
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 368,500千円
１年内返済予定の長期借入金 14,955,307千円
社 債 560,050千円
長 期 借 入 金 21,061,085千円
保 証 債 務 23,624千円
合 計 40,507,318千円

　
（2）有形固定資産の減価償却累計額 6,971,221千円
　
（3）保証債務

分譲マンション購入者（11名）の銀行借入金23,624千円に対して保証を行っております。
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（4）短期借入金及び長期借入金に係る財務制限条項について
当社の短期借入金及び長期借入金のうち、次に記載する短期借入金及び長期借入金については、それぞれ

以下の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触することとなった場合には、当該借入金について期限
の利益を喪失するおそれがあります。

　 ① 長期借入金（6,801,678千円）に係る財務制限条項（シンジケートローン契約）
(a) 平成23年２月期以降に到来する各決算期の末日における貸借対照表の純資産合計金額を、平成22年
２月期及び直前決算期の末日における同表の純資産合計金額の75％以上に維持すること。

(b) 平成23年２月期以降に到来する各決算期の末日における損益計算書の経常損益を、２期連続（初回を
平成23年２月期及び平成24年２月期の２期とする）で損失としないこと。

　 ② 長期借入金（686,144千円）に係る財務制限条項
(a) 各年度決算期の末日における貸借対照表において、純資産の部の合計額を、平成22年２月期の年度決

算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日における純資産の部の合計額のいず
れか大きい方の75％以上に維持すること。

(b) 各年度決算期の末日における損益計算書において、経常損益の金額を、２期連続してマイナスとしな
いこと。

　 ③ 長期借入金（641,880千円）に係る財務制限条項（シンジケートローン契約）
(a) 単体貸借対照表の純資産合計金額を、平成24年２月期及び直前決算期の末日における同表の純資産合

計金額の75％以上に維持すること。
(b) 単体損益計算書の経常損益を、２期連続（初回を平成24年２月期及び平成25年２月期の２期とする）
で、損失としないこと。

　 ④ 長期借入金（490,224千円）に係る財務制限条項
(a) 平成26年２月決算期（当該決算期を含む。）以降の各年度決算期の末日における単体の貸借対照表に

おいて、純資産の部の合計額を、平成25年２月決算期の年度決算期の末日における純資産の部の合計
額又は前年度決算期の末日における純資産の部の合計額のいずれか大きい方の75％以上に維持するこ
と。

(b) 平成26年２月決算期（当該決算期を含む。）以降の各年度決算期に係る単体の損益計算書において、
経常損益の金額を０円以上に維持すること。

　 ⑤ 短期借入金（839,000千円）に係る財務制限条項（コミットメントライン）
(a) 平成26年２月期以降の決算期（第２四半期を含まない。）の末日における単体の貸借対照表における

純資産の部の金額を、前年同期比75％以上に維持すること。
(b) 平成25年２月期以降の決算期（第２四半期を含まない。）における単体の損益計算書に示される経常
損益を２期連続して損失とならないようにすること。
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　 ⑥ 長期借入金（3,344,300千円）に係る財務制限条項（シンジケートローン契約）
(a) 単体貸借対照表の純資産合計金額を、平成26年２月期及び直前決算期の末日における同表の純資産合
計金額の75％以上に維持すること。

(b) 単体損益計算書の経常損益を、２期連続（初回を平成26年２月期及び平成27年２月期の２期とする）
で、損失としないこと。

　 ⑦ 長期借入金（743,000千円）に係る財務制限条項
(a) 単体貸借対照表の純資産合計金額が、平成27年２月期及び直前決算期の末日における単体貸借対照表

の純資産合計額の75％以上に維持すること。
(b) 単体損益計算書の経常利益を、２期連続（但し、初回は平成26年２月期及び平成27年２月期の２期

をもって該当の有無を判断するものとする）で損失としないこと。
　 ⑧ 長期借入金（77,000千円）に係る財務制限条項

(a) 本融資契約締結日以降分割実行確約期間終了日までの間の決算期（第２四半期を含まない。）の末日
における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、平成27年２月期（16,624百万円）比80％
以上に維持すること。

(b) 本融資契約締結日以降分割実行確約期間終了日までの間の決算期（第１四半期・第２四半期・第３四
半期を含まない。）における単体の損益計算書に示される経常損益を損失とならないようにすること。

　 ⑨ 長期借入金（375,000千円）に係る財務制限条項（コミットメントライン）
(a) 本融資契約締結日以降分割実行確約期間終了日までの間の決算期（第２四半期を含まない。）の末日

における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、平成27年２月期（16,624百万円）比80％
以上に維持すること。

(b) 本融資契約締結日以降分割実行確約期間終了日までの間の決算期（第１四半期・第２四半期・第３四
半期を含まない。）における単体の損益計算書に示される経常損益を２期連続損失とならないように
すること。

　 ⑩ 長期借入金（2,500,000千円）に係る財務制限条項
(a) 単体貸借対照表の純資産合計金額が、平成28年２月期及び直前決算期の末日における単体貸借対照表

の純資産合計額の75％以上に維持すること。
(b) 単体損益計算書の経常利益を、２期連続(但し、初回は平成28年２月期及び平成29年２月期の２期と
する)で損失としないこと。

　
５．損益計算書に関する注記
（1）売上原価に関する事項

不動産売上原価の金額には、たな卸資産評価損17,800千円が含まれております。
　
（2）資金調達費用に関する事項

金融機関からの資金調達に際して、シンジケートローン等の手数料として160,114千円を金融機関に支払
っております。
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６．株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び総数

　

株式の種類 当事業年度期首
株式数

当事業年度増加
株式数

当事業年度減少
株式数

当事業年度末
株式数

普通株式 （株） 10,000,000 － － 10,000,000
　
（2）自己株式に関する事項

　

株式の種類 当事業年度期首
株式数

当事業年度増加
株式数

当事業年度減少
株式数

当事業年度末
株式数

普通株式 （株） 202 － － 202
　
（3）配当に関する事項
　 ① 当事業年度中の配当金支払額
　

決議 株式の種類 配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成28年５月27日
開催の定時株主総会 普通株式 259,994 26.00 平成28年

２月29日
平成28年
５月30日

　
　 ② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

平成29年５月26日開催予定の第51回定時株主総会において、次のとおり付議いたします。
　

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成29年５月26日
開催予定の定時株主総会 普通株式 利益剰余金 269,994 27.00 平成29年

２月28日
平成29年
５月29日
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７．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
役員退職慰労引当金 130,113千円
減損損失 86,328千円
たな卸資産減価償却相当額 62,883千円
退職給付引当金 51,505千円
たな卸資産評価損失 47,221千円
資産除去債務 45,734千円
減価償却超過額 43,219千円
繰延ヘッジ損益 42,087千円
未払事業税 31,006千円
賞与引当金 29,938千円
その他 85,156千円
繰延税金資産 小計 655,195千円
評価性引当額 △370,010千円
繰延税金資産 合計 285,184千円

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 16,596千円
その他 5,211千円
繰延税金負債 合計 21,807千円

繰延税金資産の純額 263,376千円
　

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異発生の主な原因別内訳
法定実効税率 33.01％
（調整）
留保金課税に係るもの 3.37％
交際費等の永久差異に係るもの 1.47％
評価性引当額の増減 0.08％
その他 0.23％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.16％

　
　(3) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成28年法律第15号)及び「地方税法等の一部を改正する等の法
律」(平成28年法律第13号)が平成28年３月29日に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産
及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて次のとおりとなっ
ております。
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平成29年３月１日から平成31年２月28日まで 30.81％
平成31年３月１日以降 30.58％

　 なお、この税率の変更による影響は軽微であります。

８．リースにより使用する固定資産に関する注記
（1）ファイナンス・リース取引

該当リース資産はありません。
　

（2）オペレーティング・リース取引（解約不能のもの）
該当リース資産はありません。

９．金融商品に関する注記
（金融商品の状況に関する事項）
（1）金融商品に対する取組方針

当社は、主に分譲マンション及び賃貸不動産等の不動産開発事業を行うため、必要な資金を銀行借入や社
債発行により調達しております。また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。
資金運用については、短期的な預金等による安全性の高い金融資産での運用に限定しております。
デリバティブは、将来の金利変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針であ
ります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
売掛金は、主として賃貸不動産に係る賃貸収入の滞納額であり、主に個人顧客の信用リスクに晒されてお
ります。
　また、リース債権は取引先の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する金融機関の債券や企業の株式であり、市場価格の変動リスク
に晒されております。
営業債務である、買掛金及び電子記録債務は、１年以内に支払期日が到来するものであります。
借入金のうち、短期借入金は主に運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は主に分譲マンション及び
賃貸不動産等の不動産開発事業に係る資金調達であります。変動金利による借入金については、金利の変動
リスクに晒されておりますが、そのうちの一部については、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッ
ジ手段として利用しております。
デリバティブ取引は、借入金利の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避することを目
的とした金利スワップ取引であります。
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なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等について
は、次のとおりであります。

　 ① ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、
特例処理によっております。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・金利スワップ取引
ヘッジ対象・・・変動金利建て借入金

　 ③ ヘッジ方針
当社の内規に基づき、借入金利息の金利変動リスクを回避する目的で、変動金利建ての借入金に対し
て、金利スワップ取引でキャッシュ・フローヘッジを行っております。

　 ④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の間に高い相関関係があ
ることを定期的に確認し、ヘッジの有効性を評価しております。ただし、特例処理の要件を満たしている
金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
　 ① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

売掛金のうち、不動産賃貸事業については、入居申し込みの際に当社の審査基準に照らし、厳正な審査
のもと、契約締結を行っております。また、滞納が生じた場合には、顧客ごとの期日管理及び残高管理を
行うとともに、当社の滞納回収マニュアルに基づいて早期に回収手続きを行っております。その他営業債
権については、取引開始時に事前審査で取引先の信用度を確認しており、信用リスクはほとんどないと認
識しております。
リース債権については、契約の際、事前調査で信用度の高い取引先に限定して契約締結しており、契約

不履行による信用リスクはほとんどないと認識しております。
　デリバティブ取引については、カウンターパーティー・リスクを軽減するために、高格付を有する金融
機関に限定しております。

　 ② 市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握することにより、
管理しております。
デリバティブ取引の執行・管理については、当社の内規に従って行っており、総合企画部財務経理課に
おいて定期的に変動状況を把握し、担当取締役へ報告しております。
金利スワップ取引以外の変動金利の借入金については、各金融機関ごとの借入金利の一覧表を定期的に
作成し、借入金利の変動状況のモニタリングを行うとともに担当取締役への報告により管理しておりま
す。

　 ③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いの実行ができないリスク）の管理
当社は、総合企画部財務経理課において、毎月の各部署からの報告に基づき、月次資金計画を作成・更
新し、一定水準の手元資金を維持すること等により、流動性リスクを管理しております。
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（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することもあります。
また、デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リス
クを示すものではありません。

（5）信用リスクの集中
当社の取引先は、主に個人顧客であるため、該当事項はありません。

　
（金融商品の時価等に関する事項）
平成29年２月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）をご参照
下さい）。

　

貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（1）現金及び預金 10,958,794 10,958,794 －
（2）リース債権 918,708 918,708 －
（3）投資有価証券
　 その他有価証券 140,990 140,990 －
　 資産 合計 12,018,493 12,018,493 －
（1）買掛金 1,408,772 1,408,772 －
（2）電子記録債務 4,730,070 4,730,070 －
（3）短期借入金 5,432,751 5,432,751 －
（4）前受金 4,267,053 4,267,053 －
（5）社債
　 （１年内償還予定分含む） 928,550 929,821 1,271

（6) 長期借入金
　 （１年内返済予定分含む） 37,871,692 37,871,834 141

　 負債 合計 54,638,890 54,640,304 1,413
デリバティブ取引（※) (137,630) (137,630) －

　

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる場合
は、（ ）で表示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（資 産）
（1）現金及び預金

預金はすべて短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
（2）リース債権

リース債権の時価は、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引
いた現在価値により算定しております。

（3）投資有価証券
株式は取引所の価格によっております。

（負 債）
（1）買掛金、（2）電子記録債務、（3）短期借入金、並びに（4）前受金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっており
ます。

（5）社債
当社の発行する社債の時価は、取引金融機関が全額引受人となる私募債であるため、固定金利によるもの
は、元利金の合計額を同様の新規私募債を発行した場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっ
ております。
なお、当該社債は、１年内償還予定の社債を含んでおります。

（6）長期借入金
変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異なっていな
いことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利
によるものは、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方
法によっております。
なお、当該長期借入金は、１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
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（デリバティブ取引）
デリバティブ取引については、ヘッジ会計が適用されており、決算日における契約額又は契約において定め
られた元本相当額等は、次のとおりであります。

　

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主な
ヘッジ対象

契約額等
（千円）

契約額等
のうち
１年超
（千円）

時価
（千円）

当該時価
の算定方法

原則的
処理方法

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 3,100,850 2,834,750 △137,630

取引先金融機関から
提示された価格等に
よっております。

　

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　

区分 貸借対照表計上額(千円)
非上場株式 58,000
関係会社株式 125,000
合計 183,000

　

非上場株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もること等ができず、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるため、「（3）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。
　また、関係会社株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価の開示
には含めておりません。

（注３）金銭債権 （単位：千円）
　

区分 １年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 10,958,794 － － －
リース債権 14,189 68,071 117,581 718,866
　 合 計 10,972,983 68,071 117,581 718,866
　

（注４）社債、長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 （単位：千円）
　

区分 １年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

短期借入金 5,432,751 － － － － －
社債 368,500 8,500 8,500 8,500 268,500 266,050
長期借入金 16,810,607 7,978,544 3,484,066 2,408,474 654,896 6,535,105

合 計 22,611,858 7,987,044 3,492,566 2,416,974 923,396 6,801,155
　

宝印刷株式会社 2017年04月21日 14時27分 $FOLDER; 31ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類― 32 ―

10．賃貸等不動産に関する注記
当社では、主に兵庫県及びその他の地域において、賃貸住宅及び賃貸商業施設等を所有しております。当事
業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,088,376千円（賃貸収入は売上高、賃貸費用は売上原
価）であります。
また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び当事業年度末の時価は、次のとおりで
あります。

　

貸借対照表計上額
当事業年度末の時価

（千円）当事業年度期首残高
（千円）

当事業年度増減額
（千円）

当事業年度末残高
（千円）

22,431,264 △661,002 21,770,261 22,485,275
　

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額であります。
２．当事業年度増減額のうち、主な減少額は減価償却費436,385千円、不動産売却317,659千円であ
り、主な増加額は賃貸不動産の購入等による増加額93,042千円であります。

３．当事業年度末の時価は、主要な物件については、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価に基づ
く金額、その他の物件については、適切に市場価格を反映していると考えられる指標等を用いて自
社で算定した金額であります。

　
11. 持分法損益等に関する注記
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　
12. 関連当事者との取引に関する注記
重要性が乏しいため、記載を省略しております。
　

13. １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,872円61銭
１株当たり当期純利益 137円10銭
（注）１株当たり情報の数値については、表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。なお、１

株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。
普通株式に係る当期純利益 1,370,987千円
普通株式の期中平均株式数 9,999,798株

　
14. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成29年４月13日

和田興産株式会社
　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 中 基 博 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 青 木 靖 英 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、和田興産株式会社の平成
28年３月１日から平成29年２月28日までの第51期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成28年３月１日から平成29年２月28日までの第51期事業年度の取締役
の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書
を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締
役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応
じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われること
を確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す
る品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨
の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について
検討いたしました。

宝印刷株式会社 2017年04月21日 14時27分 $FOLDER; 35ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類― 36 ―

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年４月21日
和田興産株式会社 監査役会
常勤監査役 梶 原 忍 ㊞
社外監査役 木 村 武 志 ㊞
社外監査役 下 山 量 平 ㊞
社外監査役 前 田 憲 作 ㊞

　
　

以 上
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株主総会参考書類
　
議案及び参考事項
　第１号議案 剰余金の配当の件

当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつとして位置づけており、安
定的な配当の維持、継続を基本方針としております。
当期の期末配当につきましては、業績に応じた利益還元に努めるとともに、経営体質の一層
の強化と今後の事業展開等を勘案し、内部留保にも意を用い、次のとおり、普通株式１株につ
き27円とさせていただきたいと存じます。
なお、前期は普通株式１株につき普通配当23円と記念配当３円を実施いたしましたが、当

期は普通配当を４円増配するものであります。

期末配当に関する事項
（1）配当財産の種類
　 金銭といたします。
（2）株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき27円 総額 269,994,546円
（3）剰余金の配当が効力を生じる日
　 平成29年５月29日
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　第２号議案 定款一部変更の件
1. 変更の理由
　当社の事業の現状に即し、事業内容の明確化を図るとともに、今後の事業展開及び事業内容
の多様化に対応するため、現行定款第２条(目的)について所要の変更を行うものであります。

2. 変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（変更部分は下線で示しております。）
現行定款 変更案

（目的） （目的）
第２条 当会社は次の事業を営むことを目的とする。 第２条 当会社は次の事業を営むことを目的とする。

１．
～ （条文省略）
14．

１．
～ （現行どおり）
14．

（新 設） 15．不動産の鑑定及び評価
15． （条文省略） 16． （現行どおり）

以 上
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株主総会「会場」ご案内図
会　場：神戸市中央区栄町通四丁目２番13号　当社本店 WADAホール
電　話：078(361)1100(代表)

■最寄り駅からの徒歩ルート
○JR｢元町｣駅・阪神｢元町｣駅西口よりウインズ西の道を南へ。栄町通を右
　折ください。(徒歩約９分)
○阪急｢花隈｣駅東口より南下ください。(徒歩約３分)
○地下鉄｢みなと元町｣駅西口を出てすぐ。
※下記の地図は道案内用につき、一部の道を省略しております。予めご了承下さい。
※当日は駐車場の用意はしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮下さい。

阪急｢花隈｣駅東口

地下鉄｢みなと元町｣駅西口

ＪＲ｢元町｣駅西口

阪神｢元町｣駅西口

Ｎ

2

和田
興産

ラーメン店

浜屋仏具

毎日新聞神戸ビル

損保ジャパン
兵庫県信用組合

南京町 大丸

ウインズ

JR神戸線

スターバックスコーヒー

ブティック

栄町通

元　町

元町商店街(アーケード)

読賣神戸ビル

ジーエスパーク

こうべまちづくり会館
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ァ
ミ
リ
ー
マ
ー
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